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  Amid growing concerns over the sluggish economy, circumstances surrounding 
employment are becoming increasingly severe. The Health, Labor and Welfare Ministry and 
the Economy, Trade and Industry Ministry referred to employment policies that were 
closely related to economic recovery. For example, the Health, Labor and Welfare Ministry 
has begun to implement measures to support young people, and has introduced a number of 
programs such as “trial employment” and the “Job Cafe” scheme, but no concrete measures 
have been taken.
  This time the author analyzed reviewing previous research on career education theory 
and also analyzed the results of the career support questionnaires.
As a result of analysis, what is required more than anything else is the importance of 
self-help efforts by the career support staffs. In addition, the university system has to provide 





校種別（学歴種別）4） を見てみると，1970（昭和 45）年の大学・大学院就職者 20万人，短期大
学就職者 8万人で合計 28万人となっており，全体の約 2割を占めている。一方，2010（平成
22）年の大学・大学院就職者 39万人，短期大学就職者 5万人で合計 44万人，これに高等教育機












ト，事務従事者が 34.3パーセント，販売従事者が 17.0パーセント，サービス職業従事者が 4.1
パーセント，生産工程・労務作業者 31.3パーセントとなっているのに対し，2010（平成 22）年
では，専門的・技術的職業従事者が全体の 8.0パーセント，事務従事者が 10.1パーセント，販売
従事者が 9.8パーセント，サービス職業従事者が 18.5パーセント，生産工程・労務作業者 44.1






学・高等学校卒業者の場合，2012（平成 24）年 4月で 0.79倍である。同調査の 2009（平成 21）
年度平均は，0.45倍であり 1999（平成 11）年度以来の最低値であったが，現状において右肩上
がりの傾向をみせている（図 1参照）。また大卒者については（図 2参照），株式会社リクルート
ワークスのワークス大卒求人倍率調査6） によると，2012（平成 24）年卒者の求人倍率 1.23倍で
2000（平成 12）年 3月卒の 0.99倍の最低値ほどの下降を辿っているわけではない。従業員規模
















性の高い業務 13業務から，26業務に拡大となった。そして 1999（平成 11）年に原則自由化，
2004（平成 16）3月施行により物の製造業や医療関係業務への派遣が解禁となった。その後，製
造業への派遣受け入れ期間を 1年から 3年に延長等の法制化を経て，2004（平成 16）年に 31.4
パーセントもの非正規雇用者を生み出す結果となる。直近の 2012（平成 24）1月～3月期におい
ては，非正規雇用者が 35.1パーセントにも増加し，大きな社会問題へと発展している。日経新





















































Preference Inventory）」や「職業レディネステスト（Vocational Readiness Test: VRT）」，それ以




































めている。その命題は 1953（昭和 28）年に 10項目にまとめられていたが，その後の研究によっ

























































































































































































































































































たと言及できる。その後，日本学生支援機構が 2011（平成 22）年 11月に実施した「大学・短期
大学高等専門学校における学生支援の取り組み状況に関する調査」（調査対象：国公私立大学・





















































17.8パーセント，2年次 9.7パーセント，3年次 4.5パーセント，4年次 2.2パーセントで合計す
ると 24.2パーセントとなっており，日本学生支援機構の同様の質問での 36.3パーセントより低
い数値となっている。しかし 2つの調査の実施時期が 2009（平成 20）年 1月～3月と 2011（平
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